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After the Fukushima nuclear a∞ident on 11 March 2011， environment has been contaminated with 
radioactive substances around the Fukushima area and big debate is going on about the health effects of 
low level radiation. This debate is thrown into confusion b配 ausemany people believe that the ‘'linear 
noo-threshold (LNT) hypothesis" is not a hypothesis but a scientifically established theory， and ask 
government to decrease the contamination to the level before the accident. 
， .食品の放射性物質による汚染の経緯
2011年 3月 11日、地震と津波により福島第一原
発で事故が発生し、大量の放射性ヨウ素および放射
性セシウムが放出された。放出のピークは 3月 15
日午前中の 2号機からのものだった。茨城県で測定
された空開放射線量は 15日、 1613， 21日に高値を
示 4 たが、 16日と 21日の増加の少なくとも一部は
降雨により空気中の放射性物質が地上に降下した影
響k考えられている。
15， 16日の空間放射線量の増加を受けて、 17日、
厚生労働省は食品衛生法上の放射線の暫定規制値を
年間 5mSvに設定し、食品規制の体制を作った。そ
の後 19日には福島県で放射性ヨウ棄により汚染し
た牛乳が発見され、 20日には福島、茨城など各地の
ほうれん草などからも汚染が発見され、政府は県単
位わ広域出荷制限を実施した。汚染の最大値は 20日
に宛表された茨城県産ほうれん草の放射性ヨウ素
54100Bqlkgだった。放射性ヨウ棄による汚染はその
後急激に少なくなり、約 1か月後の4月 19日に見つ
かoた福島県のイカナゴ稚魚の3900Bq/kgを最後に、
暫定規制値である 2000Bqlkgを超えた食品は見つ
かoていない。これは放射性ヨウ棄の半減期が 8日
と短く、 1ヶ月強でその量は ν16になったためと考
えられる。
また3月22日には東京都水道局金町浄水場で採取
した水道水から 210Bqlkgの放射性ヨウ棄が検出さ
れ、翌23日にも 190Bqlkgが検出された。これらの
値は飲料水の暫定規制値である 300Bqlkgは超えて
はいないが、乳児の飲用に関する暫定規制値である
100Bqlkgを超過していた。この事態を受けて東京都
は23日に、乳児は水道水の摂取を控えるよう都民に
知らせるとともに、暫定規制値について「この数値
は、長期にわたり摂取した場合の健康影響を考慮し
て股定されたものであり、代替となる飲用水が確保
できない場合には、摂取しでも差し支えありませんj
と付け加えた。そして 24日には、「現在の測定値で
あれば、乳児を除き、誰もが水道水を飲んでも問題
ありません。 1歳未満の乳児についても、長期にわ
たり飲み続けなければ問題ありませんが、ベットボ
トルを必要とする家庭に対し、緊急対応として、
550ml入りのベットボトル24万本を、東京都から関
係区市へ搬送し、各区市において、乳児のいる家庭
1人当たり 3本を提供します。j と発表した。
念のための措置がパニックを生むことになり、こ
のニュースが流れると、都内のスーパーでもネット
ショップでもベットボトルの飲料水が一気に売り切
れ、乳幼児を持つ母親からは子供の飲み水について
の不安の声が上がった。汚染がないと考えられた関
西以西から水を送ってもらうように頼んだ人や、海
外からの送付を依頼した人までいたという報道も流
された。
水道水の汚染は短期間で終わり、 24日には乳児の
飲用に関する暫定規制値を下回る 79Bqlkgまで低下
し、 25日には 51Bqlkg、26日には 34Bqlkg、そし
て27日以後は不検出になった。そして居頭から消え
たベットボトルの水も元に戻った。しかし母親の不
安はその後も消えていなし、。
放射性セシウムについては、 3月20日から 22日
ごろ、ほうれん草などの野菜に最大で暫定規制値
5∞Bqlkgの164倍に当たる 82000Bqlkgの汚染が見
つかった。しかし、その後は汚染の程度も汚染した
食品の数も急速に減り、 6月に入ると荒茶、たけの
こ、梅、小魚などでわずかな汚染が見つかっただけ
になった。この間の状況は厚生労働省のホームベー
ジに「食品中の放射性物質の検査結果j として発表
されている。
汚染の急速な減少は、事故直後に空中から多量の
放射性セシウムが地上に降下して畑地の野菜などの
表面に付着したが、これらの汚染野菜が収穫され、
次に育った野菜の表面には汚染がなかったためであ
る。汚染状況の改善とともに消費者の不安も次第に
おさまっていくだろうと予測されていたところに発
見されたのが牛肉の汚染だった。
7月 8目、東京芝浦と場で、福島県の農家が出荷
した肉用牛から暫定規制値 500Bqlkgを超える放射
性セシウムが検出された。その原因は、この農家の
水田で事故後に収穫した、75000Bqlkgの放射性セシ
ウムで汚染した稲わらを食べさせたためだった。続
いて 14日、やはり福島県の農家が近隣の業者から購
入して肉用牛に給与した稲わらから放射性セシウム
97000Bqlkgが検出された。その後、宮城県、福島県
の農家から連日のように汚染した稲わらが見っかり、
そのほとんどが、農家の水田で収穫した稲わらだっ
たが、これが大きく変わったのは 18日だった。宮城
県の業者が汚染した稲わらを全国に販売していたた
め、汚染が全国の肉牛に広がるとういう事態が判明
したのだ。
農林水産省の調査では、北は北海道から西は島根
県まで16道県の農家239戸で汚染した稲わらを牛に
与えていた。それらの農家から出荷された牛の数は
4796頭、そのうち 1591頭の肉が残っていたため検
査を行ったところ、 90頭 (5.7%)から暫定規制値を
超える汚染が見つかった。従って、全国で消費され
た汚染牛肉は270頭程度と推測される。汚染の最大
値は 7月 13日に横浜で見つかった 4350Bqlkg(暫
定規制値500Bqlkgの8.7倍)だった。食品安全委員
会の試算では、放射性セシウム 500Bqが検出された
牛肉を 1kg食べた場合の影響は 0.008mSvなので、
最大汚染量の牛肉を 1kg食べると 0.07mSvになる。
農林水産省は原発から放射性物質が放出された直
後の3月19日に、原発周辺県に対して、事故前に刈
り取り、屋内に保管している飼料を使うように通知
した。 4月 14日には、生産した肉・乳が規制値を超
えないようにするために、牧草などの粗飼料の放射
線量の目安を通知した。しかしこれらの注意事項に
関する指導が十分ではなかったので、原発事故後も
水田に放置されていた稲わらの一部が肉牛に給与さ
れたのだ。
政府は原子力災害対策特別措置法に基づいて 7月
15日に福島、宮城、岩手、栃木4県の肉牛の出荷制
限を行った上で、計画的避難区域、緊急時避難準備
区域及び指示のあった区域等については全頭検査、
その他の地域については全戸検査(一戸の肉牛飼育
農家につき 1頭以上の検査)を開始した。 8月に入
って福島県で輸入粗飼料で飼育した肉用牛から放射
性セシウム汚染が見つかったが、これは飼料を開放
型の牛舎の通路に放置していたため、汚染したもの
と推測された。その後、新たな汚染牛肉が発見され
なかったため、 8月25日までに出荷制限を順次解除
し、 7週間にわたる騒動は終了した。
肉用牛に稲わらを与えるのは脂肪の色を白くして、
赤身に脂肪を入れる「刺し」を作るためであり、乳
牛に稲わらは与えない。また、豚と鶏は消化器の仕
組みが牛と遭うので、稲わらや牧草は消化できない
ため、稲わらは給与されない。また豚肉と鶏肉から
規制値を超える放射性セシウムを含むものは出てい
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ない。
その後、 2012年4月から新基準が実施された。そ
の結果、これまでに従来の暫定規制値 500Bqlkg以
下ではあるが新基準値 100Bqlkgを超える牛肉が福
島県、宮城県、群馬県で各 l頭見つかっている。こ
れらの牛は昨年 7月以前に与えた汚染稲わらや汚染
した牧草の放射性物質が体内に残っていたものと見
られている。
牛肉の汚染の程度は軽微であり、これを食用にし
ても健康に被害が出る可能性は考えられなかったの
だが、汚染牛肉が全国の大手スーパー等で販売され、
一部は学校給食にも使用されていた問題の影響は極
めて大きかった。牛肉の消費は大きく落ち込み、食
肉処理場では作業員が「汚染牛」を取り扱うことに
不安を訴える事態も起こった。それだけでなく、こ
の問題が国の食品安全対策、とくに検査体制に対す
る信頼感を大きく失わせたのだ。
こうして子供を持つ母親の不安は大きくなり、多
くの学校給食から牛肉が消え、牛肉の価格は下落す
るなど大きな騒動になった。そこで始まったのが自
分で安全を守ろうとする動きだった。その一つは「す
べての食品を測定すべき」という消費者団体等の要
望だった。国は福島県産牛の出荷制限と全頭検査あ
るいは全戸検査を開始し、各県も独自の検査を開始
した。問題の牛肉を販売した大手スーパーは暫定規
制値を下回る自主基準を設定し、自社プランド牛の
全頭検査を開始、いくつかの食品関連事業者がこれ
に追随して自主基準の設定と自主検査を始めた。各
県もまた消費者団体やPTAの強い要望に押されて牛
肉の検査を開始するなど、「自主検査プーム」、「自主
基準ブームJともいうべき動きが起こった。
2.食品中の放射性物質の基準値
事故直後の3月1713，厚生労働省は原子力安全委
員会が示していた「飲食物摂取制限に関する指標J
の指標値を暫定的に採用して、食品衛生法上の暫定
規制値として、食品中の放射性ヨウ棄については年
間50mSv(甲状腺等価線量:実効線量として 2mSv
に相当)、放射性セシウムについては年間 5mSvに設
定した。さらに20日には食品安全委員会に暫定規制
値のリスク評価を依頼し、食品安全委員会は 29日に
「放射性物質に関する緊急とりまとめJを公表して、
この暫定規制値を「安全側の値Jと評価した。
厚生労働省はこの値を基にして、すべての食品が
汚染している場合でも放射性物質の年間摂取量がこ
れらの値を越さないように、食品ごとの基準値を決
めた。すなわち、放射性ヨウ棄の場合には我々が日
常的に摂取する食品を飲料水、牛乳・乳製品、野菜
類(根菜、学類を除く)、魚介類の 4種類に分けて、
飲料水と牛乳・乳製品についてはそれぞれ300Bqlkg、
野菜類(綬菜、苧類を除く)と魚介類についてはそ
れぞれ 2000Bqlkgという基準値を設定した。また、
子供は放射線障害に敏感であるという考え方から、
r100Bqlkgを超えるものは、乳児用調製粉乳及び直
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接飲用に供する乳に使用しないよう指導することJ
という注釈がつけられている。この基準値について
食品安全委員会は r300Bqの放射性ヨウ棄が検出さ
れた飲食物を 1kg食べた場合の人体への影響は
0.0048mSvとなるJと述べている。東京都の水道水
から検出された放射性ヨウ素は最大で 210Bqlkgで
あり、これは0.0034mSvに当たるのだが、この水道
水を 14700リットル(家庭用風呂桶約 30杯分)飲
むと食品安全委員会が『安全側の値」としている
50mSvに遣する。
放射性セシウムについては、食品を飲料水、牛乳・
乳製品、野菜類、穀類、肉・卵・魚・その他の5種
類に分けて、 飲料水と牛乳・乳製品についてはそれ
ぞれ200Bq/kg、野菜類、穀類、肉・卵・魚・その他
にういてはそれぞれ 500Bq/kgという基準値を設定
し*t..食品安全委員会は 500Bqの放射性セシウム
137が検出された飲食物を 1kg食べた場合の人体へ
の影響は0.OO65mSvであると述べている。牛肉の最
大汚染値は4350Bq/kgだったのでこれを1kg食べる
と0.057mSvになり、この肉を 80kg食べても食品
安全委員会が「安全側の値」としている 5mSvには
達しない。
個々の食品の暫定規制値がこのような厳しい値に
なっているのは、これらの値が「許容出来る限度」
を示すのではなく、行政が対策を始めるための管理
目標値だからである。また食品の検査はほとんどの
場合抜き取り検査であり、全品検査は難しいので、
規制値を超える食品が検査をする抜ける可能性はゼ
ロではない。しかし、厳しい規制値を設定している
ので、それを超過する食品を何回か食べても問題は
起こらない。
検査により発見された規制値を超える食品は食品
衛生法により回収・廃棄することになっている。繰
り返しになるが、規制値を超えた食品は危険だから
回収・廃棄になるのではなく、食品衛生法に違反し
たから回収・廃棄になるのだ。しかし一般には暫定
規制値を超えた食品は『危険だから」廃棄されるも
の主誤解され、「汚染食品Jへの恐怖感が広がり、福
島県産の農畜産物は基準値以下のものであるにもか
かbらずその売れ行きが大きく落ち込み、いわゆる
風評被害が広がった。
暫定規制値は、緊急を要するために食品健康影響
評価を受けずに定めたものであることから、厚生労
働大臣は、 2011年 3月 20日、食品安全委員会に
放射性物質の食品健康影響評価を要請した。食品安
全委員会は 10月27日に「食品中に含まれる放射性
物質」と題する評価書を公表し、その中で「通常の
一般生活において受ける放射線量を除いた生涯にお
ける累積の実効線量がおおよそ 100mSv以上では
放射線による影響が見られる可能性がある」と判断
し、「現在得られている知見からは 100mSv未満の放
射線の健康影響について言及することは困難」と付
け加えた。また「小児の期間については、感受性が
成人より高い可能性があるJとした。さらに、この
評価に基づくリスク管理は、評価結果が生涯におけ
る追加の累積線量で示されていることを考慮、して、
食品からの放射性物質の検出状況、日本人の食品摂
取の実態等を踏まえて行うべきとした。要するに暫
定規制値の評価の結論である「年間 5mSvは安全側
の値」すなわち「許容できる値Jであることに変わ
りはないが、これは緊急時を想定した値であり、
5mSvの被ぱくを長年続けて生涯の累積線量が
1∞mSv以上になれば悪影響の可能性があるので、
食品汚染の状況等を見ながら、基準を徐々に下げる
べきだろうという考え方である。さらに現実の汚染
の程度はかなり低くなっているので、現行の基準で
も安全は十分に守られていると判断でき、従ってこ
こで一気に基準を厳しくする必要はなく、時間をか
けて下げていけばいいという考え方だ。
ところが、これを受けた厚生労働大臣は、翌日月
28日の閣僚懇談会において、放射性セシウムの暫定
規制値である年間 5mSvを徐々に下げるのではなく、
一気に年間 1mSvに変更する方針を表明した。厚生
労働省はその理由を「暫定規制値を下回っている食
品は健康への影響はないと一般的に評価され、安全
性は確保されているが、より一層、食品の安全と安
心を確保するために、事故後の緊急的な対応として
ではなく、長期的な観点から新たな基準を設定したj
とし、 1mSvについては「食品の国際規格を作成し
ているコーデックス委員会の指標が、年間 1mSvを
超えないように設定されているJためと説明した、
そして食品毎の基準値を一般食品 1∞Bg/kg、乳児用
食品 50Bq/kg、牛乳50Bq/kg、飲料水 10Bq/kgに決
めた。
厚生労働大臣は 12月27日に文部科学省放射線審
議会に新基準案の審議を諮問した。放射線審議会は
翌2012年2月16日に「新基準は、放射線障害防止
の技術的基準に関する法律に定める基本方針の観点
から技術的基準として策定することは差し支えないJ
旨を答申したが、そこには概略下記のような異例の
厳しい追加意見が述べられていた。
・現在の食品中の放射性セシウムの濃度は既に年
間 1mSvより十分小さく、新たな規制値の設定が
放射線防護の効果を大きく高める手段になるとは
考えにくい。
・規制値は本来管理上の目標値としての性格をも
つので、「防護の最適化の原則Jからは当初は達成
可能な比較的高いレベノレを参考レベル(目標値)
とし、段階的にその数値を下げ、最終的に規制値
として制定することが適切であるが、今回は当初
から規制値を基準値として設定している。
・従って、規制値をわずかに上回った場合におい
ても、そのリスクの上昇は僅かであることが認識
されるべきであり、これを周知することが重要で
ある。
・新基準が福島の農業の再生を妨げないように、
国際放射線防護委員会(ICRP)勧告に則って、基
準値の策定及び運用にあたってはステークホルダ
一等の意見を考慮すべきである。
・「乳児用食品J及び「牛乳Jに対して 50Bq/kg
という特別の規格基準値を設けなくても、放射線
防護の観点においては子供への配慮は既に十分な
されている。
・天然に存在する放射性物質の量と同等程度の低
放射能濃度を測定対象とすることに伴い、適切な
検査体制を整備することが重要である。
要するに、基準を一気に年間 1mSvという厳しい
レベルに下げることは食品の安全を守る上ではほと
んど意味がないこと、にもかかわらずそのような措
置を行えば福島の農作物の中にはこの基準を超える
例が出ることが予測され、そのことが福島の農業の
再生を妨げる懸念があること、放射線の管理は被ば
く量を下げることだけが目的ではなく、被ばく量を
下げることにより引き起こされる別のリスクにも考
慮するという「防護の最適化の原貝IjJに留意すべき
であるという意見である。これらは前述の食品安全
委員会の考え方とも一致しているのだが、 2012年4
月 1日に新基準が実施された。
2011年10月28日の厚生労働大臣のr1mSv発言J
は「安心のため」であり、巷に広がった不安と「自
主基準競争j に終止符を打つことが期待されたのだ
が、事態は逆の方向に動いた。 11月8日に大手小売
庖が庖頭での放射性物質「ゼロJを目標に検査体制
を強化することを発表したのを皮切りに、 2012年4
月に新基準が実施されるまでの聞に複数の食材宅配
事業者、生活協同組合、きのこ生産販売企業などが
相次いで「国の新基準より厳しい自主基準」を競っ
て発表したのだ。
このような動きを憂慮した農林水産省は、 4月20
日に「過剰な規制と消費段階での混乱Jを避けるた
め、自主検査の基準値として国の基準を使うよう業
界団体に通知した。ところが、これが消費者の選ぶ
権利や国に対する不信感から一部団体等からの大き
な反発を生み、農水大臣は 3日後の 23日に「強制す
るものではない。いろいろな取り組みを否定するも
のではなく、国の考えを示したJと発言して、この
通知を事実上撤回した。
厳しい新基準を採用した目的は、行政への信頼を
回復し、福島の農作物に対する風評被害を軽減する
ことだったのだが、この目論見が成功しなかった大
きな理由が、国民の聞に広がっている放射能に対す
る強い恐怖感である。
3.放射能に対する国民感情
歴史を振り返ると、 1945年に広島と長崎に原爆が
投下され、多数の死傷者と被ぱく者が出た。その後
1954年に米国はビキニ環礁で水爆実験を行い、静岡
県焼棒の漁船「第五福竜丸Jの乗組員 23名が被ばく
し、一人が死亡した。この事件が日本の原水爆禁止
運動のきっかけになり、 1955年には第1回原水禁世
界大会が開催され、 1956年には衆参両院で「原水爆
実験禁止決議Jが採択された。 1950年代から 60年
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代は米ソが厳しく対立する「冷戦」の中で米、ソ、
英、仏、中が大気中で核実験を数 100回も繰り返し、
膨大な量の放射性物質が大気中に放出され 1957年
にはノーベル化学賞受賞者のボーリング博士が核実
験による「死の灰Jで r1万人の新生児に身体的・
精神的欠陥を生じ、 10万人の胎児・幼児が死ぬだろ
うJと警告し、放射能の恐怖が広がった。そして、
1963年には米、英、ソ3国間で「部分的核実験禁止
条約jが締結され、核実験により放出された大気中
の放射性物質はその後徐々に減少した。一方、 1956
年以後、広島、長崎の被ぱく者の調査から、放射線
ががんのリスクを高めるという事実が明らかになっ
てきた。
そのような時代を背景にしてICRPは1959年に放
射線防護のための仮説として「しきい値なし直線仮
説J(LNT仮説)を採用した。放射線の人体への影
響の大部分は原爆被爆者の調査から得られたもので
あり、それは「確定的影響Jと「確率的影響」に分
けられている。確定的影響は主に高線量被ぱく時に
見られる障害で、脱毛を含む皮膚の障害や骨髄障害
あるいは白内障などが含まれる。この影響には、そ
れ以下では障害が起こらない線量、すなわち「しき
い値Jがある。一方、確率的影響は、被爆後長い時
間をおいてがんが発生する確率が増える障害を指す。
被ばく者の調査では 100-200mSv以上の場合には被
ぱく線量と固形がんが発生するリスクに直線関係、が
あるが、それよりも低い線量では発がんリスクの有
意な上昇は認められていない。疫学的調査でリスク
が認められない低線量ならリスクがないのか、ある
いは小さなリスクが存在するけれどはっきり目に見
えないだけなのかが問題になったが、試験管内実験
や動物実験でも明確な答えがいずれにしろ、それは
影響があったとしても非常に小さいことを示してい
る。このような状況を踏まえて、原子放射線の影響
に関する国連科学委員会(UNSCEAR)は10mSvま
での放射線が人間の健康に影響を与えるという事実
はないと断定し、事実上しきい値の存在を認めてい
る (FAQ UNSCEAR)。
一方、 ICRPがLNT仮説を採用した理由は、放射
線のリスク管理をするときには、 r100mSv以下の放
射線のリスクがあるのか、ないのか分からない」と
いう前提では管理が不可能になる。そこで、「小さい
けれど影響があり、その影響にはしきい値が存在せ
ず、影響の発生確率は被ぱく線量に比例するJとい
う最も単純な考え方を管理のために採用したのであ
る。また、「しきい値なし仮説Jは「しきい値あり仮
説Jよりリスクをずっと大きく評価する。そしてリ
スク管理は安全側の立場をとる必要があるという理
由で、リスクを大きく評価するLNT仮説を採用した
のだ。このようにLNT仮説はあくまで仮説であり、
科学的に証明されたものではない。
そのほかに、低線量の放射線を裕びると生体活性
を刺激し、あるいはその後に受けた高線量照射に対
して抵抗性をもたらすという「ホルミシス仮説j も
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存在するが、これもまた十分な証明がない仮説とい
う点ではLNT仮説と同格である。そしてホルミシス
仮説を採用すると「しきい値あり仮説」よりさらに
リスクを小さく評価することになるので、一部の人
たもの強い心情的な反発を受けている。大事なこと
は感情的、あるいは政治的な立場ではなく、科学の
立場に立って冷静に議論することであり、 LNT仮説
もホルミシス仮説も共に仮説であるという事実を十
分に理解することである。
ICRPは、 rLNT仮説は放射線管理の目的のために
のみ用いるべきであり、低線量被ぱくのリスクを評
価するために用いるのは適切ではないJとしている
が、実際にはLNT仮説を「科学的真実」と誤解して
低線量のリスク評価に誤用している例が非常に多い。
例えば、日本人はヨーロッパ諸国に比べてX線やC
Tスキャンの検査が多く、それだけ多量の放射線を
裕びているので、日本人のがんによる死亡の 4.4%は
これらの検査の結果である、という恐ろしい論文が
2004年に発表されたが、これはLNT仮説を「真実」
と誤解して不適切な計算をした結果である。
このように、 1959年の ICRPによる LNT仮説の
採用はその後の放射線の議論に大きな影響を与ええ
続けているのだが、その後、 1965年に日本初の商業
用原子炉である東海発電所が稼働した。そして 1969
年から反原発闘争が始まった。そして運動の理論的
な根拠は、低線量の放射線による発がんのリスク、
すなわち LNT仮説だった。「放射能は怖いJという
宣伝は、原水禁運動や反原発運動にとって重要なキ
ャVベーン材料であるだけでなく、大気圏中核実験
(1945・62)の禁止のため、そして核保有国が「核の
抑止力jの心理的な効果を強化する材料としても有
効であったため、米ソ両国とも LNT仮説を支持した。
こうして、科学的には問題がある LNT仮説に「誰も
が賛成するJという状況ができ、『仮説」ではなく「真
実」と信ずる人が大部分になっていった。
こうして世界的に多くの人が放射能に必要以上の
恐怖感を持つようになったのだが、日本でも教育課
程では平和教育の中が原水爆の恐ろしさを教えてき
たが、放射線の健康への影響についての科学的な教
育は行われてこなかった。こうして放射線について
科学的な知識を得る機会がなかったため、多くの人
が低線量の放射線の作用を高線量のそれと混同し、
そのリスクを科学ではなく感情や意図に基づいて議
論される状況が続いている。
今回の事故以後、政府は年間 20mSv以上の区域を
避難区域にしたため、一般の人の被ばくはそれ以下
の低線量である。放射性物質を含む食品を食べるこ
と等による『内部被ぱく jについては、厚労省の試
算によれば年間約 0.1mSvで、通常の食品から摂取
する自然放射線の量(年間 0.29mSv UNSCEAR) 
より少なく、対策の効果があったことが明らかにな
っている。しかし、このような政府の対策に不信感
を広げたのが事故の翌月の4月29日に起こった東京
大学教授の「涙の記者会見」だった。放射線の影響
について内閣にアドバイスをする内閣官房参与に任
命されていたこの人物は、政府が設定した年間
1-20mSvという校庭利用基準について、 r20mSvと
いう値は高すぎる」とテレビカメラの前で涙ながら
に抗議し、内閣官房参与の職を辞職したのだった。
この出来事の背景にはICRPの2∞7年勧告がある。
そこでは、 1年間の被ばく限度となる放射線量を平
常時は 1mSv未満、緊急時には20-100mSv、緊急
事故後の復旧時は 1-20mSvと定めている。これに
対して「基準を急に変更した」という非難の声があ
ったが、それは誤解であり、 ICRPの意図は『防護の
最適化」である。 LNT仮説を採用しているので被ば
く量をゼロにするのが望ましい。ところが平常時の
基準はゼロではなく 1mSvである。それは、もしゼ
ロにしようとすれば、自然放射線と医療用放射線以
外の一切の放射線を裕びないようにしなければなら
ない。しかし、病院や工場など放射線を使用してい
る場所で微量の放射線を裕びる可能性がある。それ
らを完全にゼロにすることは可能だが、そのための
莫大な費用を考えると現実的ではない。そこで被爆
を減らすメリットと、対策費が大きくなるデメリッ
トを勘案して、 1mSvという規制値を決めたのだ。
LNT仮説をそのまま当てはめると 1mSvの被爆はが
んによる死亡を 0.005%増やすという計算になるが、
実際に 1mSvの被爆でがんによる死亡が増えると考
えている専門家はいない。それでは今回の事故のよ
うに大規模な汚染が起こった時にはどう考えたらい
いのか。もし避難区域を 1mSv以上の地域に設定し
たら、避難区域は福島全県では収まらないだろう。
避難した人は肉体的、精神的、そして経済的なスト
レスを受けることになる。その大きさと、低線量の
放射線を被ばくするリスクとどちらが大きいのか。
それを十分に勘案して、避難区域は20・1∞mSvの聞
で決めることが合理的である、というのが ICRPの
考え方である。その背景には 100mSv以下の放射線
のリスクは場合によっては許容できる程度に小さい
という考え方がある。それは、 1∞mSvの放射線に
よりがんで死ぬリスクが増える程度 (0.5%)は野菜
不足のリスク (0.6%)とほとんど変わらないという
事実に基づいている。
この勧告に基づき、政府は事故後も住民が住み続
ける場合は 1-20mSvを限度とし、長期的には1mSv
未満を目指すとした。文部科学省は校庭利用基準を
年間 1・20mSvとしたのは、校庭の利用の判断基準で
あって、『年間 20mSvまで放射線を受けてよし、Jと
いう基準ではないと説明している。
ところが、『涙の会見」が大きく報道され、 r20mSv
という値は高すぎる。事故以前の年間 1mSvという
値にすべきだjという声が一気に広まった。そして 5
月 27日に政府は学校内において受ける線量につい
て、当面、年間 1mSv以下を目指すとともに、土壌
に関する線量を下げる取組に対し、固として財政的
な支援を行うこととした。
その後、 2011年9月27日に政府は年間 5mSv以
上の地核については国が除染を行う方針を発表した
が、1・5mSvの汚染地域の自治体や住民の強い反発で、
11月 11日には年間 1mSv以上の地域については国
が除染を行うように方針を変更した。このように、
低線量放射線の健康影響については、感情的な議論
とこれに押された政治的な決定が続いている。
このように、多くの人が持つ「放射能は怖いj と
いう先入観と、その背景にある LNT仮説への信仰に
近い思い込みが低線量放射線の影響についての科学
的な議論を妨げている。そして「各種の科学的なデ
ータから見て20mSvは許容できる線量であるjなど
という意見は、多くの人の「常識Jとは遭っている
ため、「何かおかしいJと思われる。そのような主張
の理由は、「この人物は原発賛成派で、政府・東京電
力の手先」と理解され、「だから信用できないjと判
断される。低線量放射線の問題とエネルギー問題は
なんの関係もないのだが、これを結びつける言動は
多い。このような状況の改善のために行われるのが
リスクコミュニケーションだが、「放射能は怖いJと
いう強固な先入観あるいは誤解がある中では極めて
困難な仕事であることも事実である。
専門家は「放射線を正しく恐れることが大事」と
言う。これに対して「正しく恐れるということは多
少のリスクを受け入れろ」という意味であり、だか
ら許せないという批判がある。そして、そのような
批判の背景にも LNT仮説への盲信と、「防護の最適
化」への理解不足がある。この状況を解決する最も
重要な第一歩は、科学的な事実を伝えて誤解を解く
ことだが、これに対して「科学者の言うことが本当
に正しいのか町、「一般の人の感情を無視するなJ
などの批判が起こる。そして、一般人の知織の不足
や誤解を解決することによりリスク管理に対する理
解が深まるという考え方は「欠如モデルJとして批
判を受ける。しかし、科学的知識のレベルをある程
度揃えない限り、議論は感情を基盤にするものにな
らざるを得ず、感情的対立は解消しない。
4.科学者の役割
原発事故以来、「科学の見直し輪」が盛んだ。例え
ば、科学が原発の「安全神話Jを支えていたという
認職は、「科学盲信Jを「科学不信jに変えたという
指摘、「科学は文化の視点を持ち、精神性を取り戻す
べきであり、倫理 ・社会学が科学の在り方を示すべ
きであるJなどの論調である(例えば日本経済新聞
2012.4.14文化欄)。日本学術会離によれば日本には
84万人の科学者がいるが、そのほとんどはこのよ
うな批判を自分のこととは考えていないだろう。特
殊な例外を除いてすべての科学者は日本学術会離が
掲げる倫理規範を守って誠実に研究を行ってしてい
ること、そして多くの科学者が応用とは直接関係が
ない基礎研究に従事しているからであり、不信感を
持たれる理由はないと考えているのだ。また基礎科
学者が「文化の視点を持ち、精神性を取り戻せJと
言われでも、戸惑うだろう。それは科学に特定の視
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点や精神を持ち込むことは、科学的論理だけで成り
立っている科学の意味を失わせるからである。もし
「原発安全神話」を作り上げた科学者がいるのであ
れば、前述のような批判は彼らに向けるべきであり、
科学者全体の責任にすることはこれまで以上に科学
者を「象牙の塔Jに追い込んで、社会との接触を希
薄にすることになる。
しかし、そのような批判が全く無意味なものとい
うことではない。我が国は国策として独創的・先端
的な科学技術を開発し、これによって新産業を創出
し、社会 ・経済の一段の飛躍を期すること、そして
人口、食料、環境、エネルギ一等、人類の将来に立
ちはだかる諸問題の解決のために科学設術の成果を
役立てることを目指している(科学技術基本法
1995)。一方、科学技術の応用が大きなリスク要因と
なり得ることもよく知られている。例えば高度経済
成長時代に起こった各種の化学物質による公害、牛
海綿状脳症 (BSE)、そして今回の福島第一原発事故
などである。従って、科学技術の発展が社会に与え
る可能性がある影響を事前に広く洗い出して組立不
備な立場で分析し、それを市民や政治家、行政に伝
え、科学技術の応用についての議論の喚起や意思決
定の支援をしようとする試み、すなわち技術の社会
的影響評価(テクノロジー・アセスメント)が行わ
れているが、この動きをさらに活性化することが重
要である。
すでに応用されている技術についてはリスクの軽
減、すなわちリスク管理の充実も緊急の課題である。
リスク管理策は行政が原案を作成し、政治がこれを
決定する。この時に参考にされるのは、科学に基づ
くリスク評価、国民感情、国際貿易の動向、経済へ
の影響、技術的可能性、費用対効果など多くの要因
である。これらすべての要因をある程度満足させる
ようなリスク管理策を作るという極めて困難な作業
は、本来は人文・社会科学の援助が必要な分野であ
るにもかかわらず、そのような体制は整っていない。
そのために必要なものが、安全の科学(レギュラト
リーサイエンス)、すなわち科学的な知見と行政が行
う規制措置等との聞の橋渡しとなる研究、そして行
政が行う安全確保のための規制措置やその規制措置
の国際的な調和を図る取組みを支援するための科学
の確立である。
一方、話は複雑になるが、リスク管理の根拠の一
つになるリスク評価については、基礎科学と同様に、
科学以外の要素の介入を拒絶すべき分野である。こ
こに個人的な思想、信条、価値観を持ち込むことは
恋意的なリスク評価を行うことになり、リスク評価
の存在意義を失わせるからである。食品関係につい
ては、従来はリスク評価とリスク管理を一つの省庁
が同時に担当していた。しかし、 BSE問題 (2∞1)
は経済の活性化が優先されて安全対策が軽んじられ
た結果であるという批判があり、食品安全基本法
(2003)によってリスク評価を内閣府食品安全委員
会に移し、リスク管理は従来通り厚生労働省・農林
43 
水蔵省等が担当することになった。それは、リスク
評価とリスク管理の性格が異なることを重視した結
果である。その後、 福島第一原発事故 (2011)も再
度閉じ問題を提起し、経済の活性化と切り離して安
全対策(リスク評価とリスク管理)が環境省原子力
規制委員会に移された(原子力規制委員会設置法
2012)。これは、リスク評価がリスク管理のために存
在ぃ両者が単独で存在しでも意味は無いことを重
視した結果である。食品安全委員会はすでに 10年近
い歴史の中でリスク評価とリスク管理の分離の有効
性を示してきたが、両者を一体とした方法の有効性
にういては今後の原子力規制委員会の活動が明らか
にするものと思われる。
リスク評価やリスク管理に協力する科学者の数は
それほど多くない。そして、その多くが大学等に勤
務する傍ら国の施策に協力している、いわばボラン
ティアである。そのような科学者が国の施策決定の
責任を転嫁されて「御用学者Jなどのレッテルを張
られ、非難される事例がある。そして科学者の聞に
は『研究に専念しているほうが楽しいし、問題も起
こらないから、社会の問題に関わるのは止めておこ
うJという風潮を広げている。政策の決定はあくま
で政治の役割であり、科学者は助言者としての役割
に徹し、政策決定を制約することはないという事実
が広く認められなければ、このような事態は繰り返
し起こることになろう。
最後に、 1978年6月に原水爆禁止国民会識が発行
し北パンフレット『原水禁運動の歴史と教訓』には、
以下の記述がある。「反原発闘争においては、原発に
関する知職、放射線障害に関する知識、“核分裂"と
はー体なにを意味するのかという一定の理解をもた
な〈てはならない.なぜなら、政府や電力はいわゆ
る専門家を動員しデタラメな数字を並べ、一方的な
理屈でその“安全性"を主張してくる。この政府・
電力のゴマ化しの理屈を見抜き、これに反論する知
的能力を蓄えなくては、運動はできない。J
ここに見られるような強い不信感が今回の事故の
後にも見られた。例えば、内閣府食品安全委員会が
2011年度に行ったアンケート調査では、放射性物質
を含む食品の健康に与える影響ついて不安を感じる
理由を訊ねているが、最も多い回答が 「放射線の健
康影響について科学者の見解が様々であるためjで
63.3%、2番目が「過去に経験したことがない事態の
ためJで 59.0%、3番目が「安全性についての科学
的根拠が納得できないJで 50.1%だった。低線量放
射線の健康影響について LNT仮説を金科玉条にし
て不適切な危険情報を流す「研究者Jが現れて混乱
を招いたこと自体は「言論の自由」がある以上仕方
がないのだが、専門の学会などが正しい情報をタイ
ミングよく繰り返して発信する体制が整っていなか
ったことも、「科学者の見解の不一致」、「科学的根拠
への不信Jという批判に応えられなかった一因であ
ろう。その結果、基準値以下であっても、食品に少
しでも放射性セシウムが入っていたら嫌、検出限界
以下 (ND)なら受け入れるという奇妙な風潮が広が
っている。
リスク管理において最も重要なことは、信頼関係
の構築である。どのような組織を作り、どのように
有効なリスク管理や危機管理を行なっても、それが
信頼されなければ受け入れられない.そして信頼関
係を築くためには長期間に渡る地道な努力が必要だ
が、信頼関係を失うのは簡単である。政府、行政、
事業者の信頼回復のための努力を自然科学と人文・
社会科学がどのように支援できるのか、議論は続い
ている。
